
大臣、副大臣、大臣政務官、
大使、公使等（約400人）

裁判官、裁判所職員
（約2万5千人）

国会職員
（約4千人）

防衛庁職員
（約27万4千人）

特定独立行政法人役員、日本郵政公社役員
（約200人）

非現業国家公務員
（約30万1千人）

検察官
（約2千人）

国有企業（林野）職員
（約5千人）

特定独立行政法人職員
（約6万9千人）

日本郵政公社職員
（約26万2千人）

特別職
（約30万5千人）

国家公務員
（約94万5千人）

公 務 員
（約398万7千人）

地方公務員
（約304万2千人）

一般職
（約64万人）

公務員の種類と数

（注）
１．総務省資料より作成
２．国家公務員の数は、以下を除き、平成１８年度末予算定員

(1)特定独立行政法人役員数及び日本郵政公社役員数は、平成１７年１０月１日現在の常勤役員数
(2)特定独立行政法人職員数は平成１８年１月１日現在の常勤職員数
(3)日本郵政公社職員数は、平成１７年３月３１日現在の常勤職員数

３．地方公務員の数は、「平成１７年地方公共団体定員管理調査」による一般職に属する地方公務員数
４．職員数については、端数処理の関係で必ずしも合計数と一致しない

参
考
６



国の行政機関の定員の
主な内訳

（平成１８年度末:33.1万人）
国税（国税局・
税務署等）
5.5万人

気象（気象庁）,
0.6万人

外交（外務省）
0.5万人

国有林野
0.5万人

治安関係
（刑務所、検察庁、管区海上
保安本部、地方入管、税関、
検疫、植物防疫・動物検疫等）
6.4万人

防衛（除く自衛
官）
2.3万人

河川・道路・港湾等
（地方整備局、北海道開発局）
2.8万人

医療（がんセンター等）
0.9万人

その他（内部部局等）
5.9万人

航空安全（地方航空局等）
0.7万人

登記等（法務局・地方法務局）
1.1万人

社保・労働
（社会保険事務所、労働基準
監督署・職業安定所）
4.0万人

公営企業等会
計部門　42.4万

人

消防部門 15.6
万人

警察部門 27.4
万人

教育部門
114.0万人

福祉関係 42.1
万人

議会 1.2万人

地方公務員・部門別職員数
（平成１７年４月１日現在）
　　　　　304.2万人

（注）総務省資料より作成

土木 16.6万人

税務
7.6万人

商工
2.9万人

労働 0.9万人

福祉関係を除く
　一般職員

農林水産
10.3万人

総務・企画
23.3万人

国の行政機関・地方公務員の内訳



国の行政機関の定員の推移

４２年度 ４５年度 ４８年度 ５１年度 ５４年度 ５７年度 ６０年度 ６３年度 ３年度 ６年度 ９年度 １２年度 １５年度 １８年度

900,000

850,000

330,000

沖縄復帰による増 新設医科大による増

510,000

800,000

520,000

　　　純減　　　　　　　 　▲７．９万人
　　　郵政公社化　　　　▲２８．６万人
　　　国立大学法人化　▲１３．３万人
　　　独立行政法人化　▲　７．１万人

340,000

郵政公社化、独法化による制度的な減

(注）総務省資料より作成

89.9万人

33.1万人



地方公務員数の推移（昭和50年～平成１７年）
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年

平
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年

平
成
１６
年

平
成
１７
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(注）総務省資料より作成

294.0万人

328.2万人

304.2万人

（人）

義務教育の学級基準の変
更・デイサービス事業の開始
等による増

ゴールドプランの推進に伴う老
人保健施設の増加等による増

各地方公共団体
の行革努力等に
よる減

地
方
行
革
指
針
の
策
定

新
地
方
行
革
指
針
の
策
定



人口千人当たりの公的部門における職員数の国際比較（未定稿）
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64.3
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5.1
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日本（2005）

ドイツ（2003）

アメリカ（2004）

イギリス（2004）

フランス（2003）

中央政府職員

政府企業職員

地方政府職員

軍人・国防職員

89.7人

78.8人

78.4人

57.9人

33.6人

（単位：人）

(注)　１　総務省資料より作成
　　　 ２　国名横の（　）は、データ年度を示す
        ３  日本の「政府企業職員」には、独立行政法人（特定及び非特定）、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人及び国有林野事業
　　　　の職員を計上
　　　 ４　日本の数値において、独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人及び軍人・国防職員以外は、非常勤職員を含む


